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実績値(H30直近)

地域資源活用高付加価値商品数（累
計）

10商品
(H30.12時点)

農商工連携により開発した商品数
（累計）

5商品
（H30.12時点）

平成２８年１０月～平成３３年３月
アンケートにより、販路拡大に効果
があったと回答した事業者割合

計測中

２９，００５千円（H30予算額）
徳島市産食材取扱い認定店舗数（累
計）

39店舗
（H30.12時点）

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．１　　　（１／２）

事業の名称 とくしま新未来産業のブランド創出とグローバル展開戦略

事業の概要

  徳島県等と連携して徳島市の「藍製品」をは
じめ「木工・木製品」「食材・食品」等の地域
産業の高付加価値化に向けた新商品の開発支援
や域内消費の拡大、販路拡大に取り組む。

実績値(H29) 目標値(H31)

5商品 30商品

5商品 5商品

若者の夢は徳島市で実現する総合戦略における位置付け（基本目標）

事業期間 83% 90%

事業費 7店舗 20店舗

　地域資源について、歴史や文化的な背景、地域資源活用に取り組
む事業者が有する特有の技術や新たな活用などについての情報発信
等を行い、地域資源を活用した商品の増及び地域資源のブランド力
の強化、知名度向上を目指す。

KPI(重要業
績評価指

標)

　インフルエンサーを通した藍プロモーションを実施する
中で、インフルエンサーでデザイナーの篠原ともえ氏と市
内事業者が協力して藍を日常生活に取り入れた日常生活の
イメージを一般消費者に伝えるのに効果的な商品を生み出
し、藍製品が現代のライフスタイルにマッチすることを広
くＰＲすることができた。

　これまでの事業の実績を活用しつつ、平成31
年度においては、国内の消費者に対するプロ
モーション、市内の消費者に対するプロモー
ションを実施するなど、広範囲のターゲットに
対し、阿波藍に関するプロモーションを展開す
る。

継
続

相当程
度効果
があっ
た

地域産業の高付加価値化に向けた新商品の開発支援／地域産業の首都圏・海外市場等の販路拡大支援

農商工連携等支援事業　（施策8-1　農林水産業の振興）

　現時点での実績は０となっているが、現在複数の商品開
発を実施している。今年度は大学等との連携による商品開
発への支援やインターネットを活用した販路開拓について
の講演会を行うなど、商品開発に取り組みやすい環境作り
に取り組んだ。

継
続

　本事業は、農業者の所得向上に効果的な事業
であるため、今後も支援を継続していきたいと
考えている。

相当程
度効果
があっ
た

　６次産業化に意欲ある生産者や商工業者等への支援を行い、地域
資源を活用した高付加価値商品の開発・販路開拓を支援することに
より、地域資源を軸とした地域産業の活性化を目指す。

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性 効果

とくしま地域資源活用支援事業　（施策8-2　地域産業の振興）



中小企業販路拡大支援事業　（施策8-2　地域産業の振興）

　中小企業に対し、製品開発から販路開拓までの支援を実施し、大
規模市場等での競争力強化を目指すとともに、中小企業の海外市場
調査や認証取得に係る支援を行うことで、海外への販路拡大も視野
に入れた取組を進めていく。

　今年度は、とくしま食材ブランド化推進事業と連携して、徳島
の加工食品６品、生鮮食品４品を活用した「うまいんじょとくし
まレシピ」１０品を作成。レシピを活用し、食のイメージを具体
的に見せることで食品の特長を消費者に伝えるため、WEBサイトへ
の記事掲載やインフルエンサーによる情報拡散を行うとともに、
阿波おどりを通じて交流を行っている埼玉県越谷市において「徳
島市・越谷市物産フェア」を開催し、本市中小企業者が製造する
加工食品の販路拡大を支援した。
　また、中小企業の首都圏・海外への販路拡大に向けた取組を支
援する補助制度等やセミナーによる情報提供、コンサルタント等
の専門家による相談・訪問事業を行った。

　生産性向上特別措置法による固定資産税の特
例率の適用など中小企業者の生産性向上に向け
た取り組みへの支援が進むなかで、これまでの
支援に加え、適正規模で戦略的にIT導入を図る
ことで、より積極的な事業展開が図れることか
ら、IT導入に積極的な事業者に対し、専門家の
知見の活用等を進めながら支援を行う

非常に
効果的
であっ
た

継
続

地域産業の高付加価値化に向けた新商品の開発支援／地域産業の首都圏・海外市場等の販路拡大支援

効果

とくしま食材ブランド化推進事業（施策8-1農林水産業の振興） 　今年度は、中小企業販路拡大支援事業と連携して、生鮮
食品４品、加工食品６品を活用した「うまいんじょとくし
まレシピ」１０品を作成。レシピを活用し、食のイメージ
を具体的に見せることで食材の特長を消費者に伝えるた
め、ＷＥＢサイトへの記事掲載やインフルエンサーによる
情報拡散を行うとともに、阿波おどりを通じて交流のある
埼玉県越谷市において「徳島市・越谷市物産フェア」を開
催し、本市産食材のＰＲや販路拡大を実施した。
　なお、埼玉県越谷市においては、徳島市産食材の取扱店
舗が増えてきており、年々順調に成果が上がっている。

廃
止

　予算査定の結果を受け、今後は、「農商工連
携等支援事業」の中で、引き続き、徳島市産食
材の販路拡大を図っていく予定。

非常に
効果的
であっ
た

　首都圏等大規模市場で本市の食材の魅力発信を行うとともに、域
内では周辺市町村と連携してPR活動を行うことで、本市の食材のブ
ランド力強化、知名度向上を目指す。

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．１　　　（２／２）

地産地消推進事業　（施策8-1農林水産業の振興）

　徳島東部地域定住自立圏１２市町村や生産者団体等で構成すると
くしま地産地消推進協議会が開催する「とくしま食材フェア」にお
いて徳島産食材の良さや魅力を広く発信する。

地域産業の域内消費の拡大に向けた情報発信等

　今年度は「とくしま食材フェア」を「とくしまマル
シェ」との同時開催とすることにより、事業効果の拡大を
図った。
　また、「とくしまＩＰＰＩＮ店ＧＵＩＤＥ」にクーポン
及びエリア別マップを新設するとともに、スタンプラリー
の開催内容の見直しを行うなどの改善を行ったが想定して
いた事業効果は得られなかった。

廃
止

　予算査定の結果（予算がつかない見込）を受
け、今後は、市ＨＰにおける情報発信など、ゼ
ロ予算でできる地産地消推進の取組を検討して
いく。

相当程
度効果
があっ
た



実績値(H30直近)

平成２８年９月～平成３１年３月

３１，７９４千円（H30予算額）

移住窓口ＷＥＢサイトのリニューアル（施策7-1　都市ブランドの創出）

　現在の徳島市移住促進サイトをリニューアルし、移住希望者向け
徳島市の魅力発信等、内容を充実させることで、移住促進を図る。

　移住希望者が本市に移住するに当たり必要とするであろ
う情報の絞込み、本市への移住後の生活をイメージするこ
とができるようにするため市民の口コミの掲載、徳島市公
式観光サイトへのリンク等のリニューアルを平成３０年度
中に完了する予定である。

廃
止

相当程
度効果
があっ
た

　リニューアルの完了に伴い、平成３１年度以
降は、「移住促進事業」の中で、引き続き、徳
島市移住促進サイトの運用を行っていく。

事業期間

事業費

KPI(重要業
績評価指

標)

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．２

事業の名称 賑わいコンパクトシティ形成事業

事業の概要

　「都市ブランドの向上」、「集約型都市構造
の形成」に一体となって取り組むことにより、
「都市のにぎわい再生」と「コンパクトなまち
づくり」を推進し、将来的に、徳島市の中心市
街地の空洞化に歯止めをかけ、県都として活気
と魅力あふれる持続可能な都市の形成を目指
す。

総合戦略における位置付け（基本目標）

実績値(H29) 目標値(H30)

"心おどる水都・とくしま”が一番面白い

徳島市人口の県外との社会増減数

※県外からの転入者数と県外への転出
者数の差

-656人 計測中 -676人

集約型都市構造の形成

　平成３０年１２月に計画素案を策定した。平成３０年度
中に計画を策定する見込みである。

【参考】本取組の目標として、平成３０年度中に計画を策
定することを掲げていたが、目標を達成できる見込みであ
る。

廃
止

　計画策定事業は平成３０年度で終了する。平
成３１年度以降は、徳島市立地適正化計画の推
進を図る。

相当程
度効果
があっ
た

立地適正化計画作成事業 （施策7-2　計画的な都市づくりの推進）

　都市全体の構造を見渡しながら、居住機能や医療・福祉・商業等
の都市機能の誘導、それと連携した持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成を推進するために立地適正化計画を策定する。

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性 効果

都市ブランドの向上
　水都とくしまの魅力発信のための動画や、WEBサイト、ト
クシィの活動を通じた情報発信を行い、本市の様々な地域
資源の魅力を国内外に向けて発信し、本市の認知度向上を
図った。

【参考】「地域ブランド調査」の魅力度における順位
　　　　 198位(H29)→155位(H30)

継
続

　引き続き、本市の魅力を国内外に発信するた
め、戦略的な情報発信を行っていく。

非常に
効果的
であっ
た

水都・とくしま魅力発信事業（施策7-1　都市ブランドの創出）

　イメージアップキャラクター、ＷＥＢサイトを活用し、豊かな水
辺環境、地域資源や文化、歴史など、様々な本市の魅力を市内外へ
発信する。



実績値(H30直近)

創業件数（徳島市事業の活用者対
象）（累計）

28件
(H30.12時点)

正規雇用化者数（徳島市事業の活用
者対象）（累計）

15人
(H30.12時点)

平成２８年９月～平成３１年３月
ワークライフバランス推進に取り組
む企業数（累計）

13社
(H30.12時点)

８，５０２千円（H30予算額）
女性を対象とするセミナー参加者の
就職者数（徳島市事業の活用者対象）

計測中

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．３　　（１／２）

事業の名称 女性・若者活躍促進事業

事業の概要

  女性や若者を中心とした雇用の創出に向け
て、女性や若者に力点を置いた就業・創業の支
援をするために、女性や若者などの創業促進、
若年者の正規雇用化促進、人材育成に取り組む
ことで、女性や若者の力を活かすことのできる
仕組みを構築し、誰もが活躍できる活力ある徳
島市の実現を図る。

総合戦略における位置付け（基本目標） 若者の夢は徳島市で実現する

実績値(H29末) 目標値(H30)

事業期間 8社 20社

事業費 未実施 5人

KPI(重要業
績評価指

標)

15件

12人 45人

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性 効果

女性・若者等の就業・創業促進

　平成28年10月から事業を実施したが、事業の広報が創業
者や創業支援事業者に浸透してきている。平成30年度は女
性・若者対象が12件、クラウドファンディング活用者対象
が1件の計13件が申請している。

継
続

　本事業の広報の浸透により、女性・若者等の
創業者が増加しているため、さらに女性・若者
の創業者支援に取り組んでいく。

非常に
効果的
であっ
た

創業促進事業（施策8-2　地域産業の振興）

　創業予定者、若年ＵＩＪターン者、女性・若者、クラウドファン
ディング活用者、創業後間もない事業者を対象に創業に要する経費
や事業の発展に要する経費の一部を補助し、雇用の創出等を促す。

とくしま女性活躍推進支援事業（施策8-4　働く環境づくりの推進） 　平成30年度は、再就職を目指す女性だけでなく、企業等
で働く女性を含む、仕事のスキルアップを目指す全ての女
性を対象にセミナーを開催している。平成30年11月時点
で、申込者数（延べ人数）が160名を超える等、ニーズの高
さが明らかになっている。
また、参加者にハローワークと共催の就職面接会への参加
を促す等、関連事業と連携し、更に事業効果を高めること
を図った。

継
続

　若者を対象とするセミナーを行う等、より効
果が高く参加者のニーズに応じた内容となるよ
うに見直しを図りながら事業を継続していく。

相当程
度効果
があっ
た

相当程
度効果
があっ
た

19件

　女性がその個性と能力を十分に発揮し仕事をしていくために必要
なスキルを身につけるセミナーを開催するとともに、それぞれのラ
イフステージに合った多様な働き方について考える機会を提供する
ことで、女性が活躍できる環境づくりの推進に取り組む。

　女性をはじめとした潜在的労働力を活用し、生産性向上を図ると
ともに、「暮らしやすい」「子育てがしやすい」環境づくりを進め
ることで、地方で就職する若者を創出し、若者の力を活用するた
め、企業のワークライフバランス向上に向けた取組を支援する等、
働き方改革を進める。

ワークライフバランス推進事業（施策8-4　働く環境づくりの推進）

　市の広報だけではなく、関係機関等にこれまで以上に積
極的に周知を行い、現在5社が申請している。また、平成29
年度に制度整備を行った全ての企業において、制度の利用
実績があることを確認しており、現在表彰の実施に向けて
調整を行っている。

継
続

　国において働き方改革関連法が成立し、順次
施行されていくという情勢の中で、今後企業の
ニーズが更に高まると見込まれるため、引き続
き積極的な周知を図りながら事業を継続してい
く。



【参考】関連事業（交付金対象外事業）

相当程
度効果
があっ
た

市高生次世代プロデュース事業（施策1-2　学校教育の充実）

　高大連携教育を展開し、「徳島の魅力再発見」事業等の地域連携
教育や留学生との交流等の国際連携教育を推進することで、市高生
の地元への愛着を深めるとともに、次世代の徳島市を担う人材の育
成を行う。

　若年非正規労働者を取り巻く雇用環境が改善
し、非正規から正規への転換が進んでいるた
め、本事業は平成30年度で終了する。今後は、
ハローワークと共催の就職面接会の開催や、と
くしま女性活躍推進支援事業における若者を対
象とするセミナーの開催等において、引き続き
若年労働者への支援に取り組んでいく。

若者の人材育成

相当程
度効果
があっ
た

　国のキャリアアップ助成金を活用した事業主に対し奨励金を上乗
せ支給し、雇用の安定、中小企業の人材確保を支援する。また、徳
島公共職業安定所と連携した就職面接会により、正規化促進に取り
組む。

若年非正規労働者正規化促進事業（施策8-4　働く環境づくりの推進）

　平成29年度は年度途中で予算額に達したため、平成30年
度は奨励金の支給要件を見直した。そのため件数が伸び悩
んでいるものの、関係機関等にこれまで以上に積極的に周
知を行い、現在3件の実績が出ている。

廃
止

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ）

・地域連携教育の推進
　「徳島県あわっ子防災士養成講座」に本校から５名の生
徒が受講している。講習会を経て試験に合格すると防災士
証が交付される。地震等の非常時に、防災・減災のリー
ダーとなる者を養成するもの。この他、京都大学のサマー
セミナーへ本校生徒が参加した。（京都大学と徳島県教育
委員会及び徳島市教育委員会とは高大連携の協定を結んで
いる）

・国際連携教育の推進
　徳島大学へ短期留学している外国人を本校生徒が文化施
設へ案内したり、一緒に地域行事へ参加するなどして、地
域理解を深めるとともに国際交流を図ることができた。
　姉妹校提携先の台湾の國立高級中學を訪問、折り返し先
方からも来校し、相互交流ができた。この他ドイツ・オル
デンブルク高校（徳島県と交流に関する共同宣言調印）の
来校もあった。

継
続

取組の成果・課題 今後の方向性 効果

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．３　　（２／２）

・地域連携教育の推進
　防災教育を引き続き実施するとともに、徳島
の産業、文化、歴史などについて各種講座や体
験を通して知識を習得する。

・国際連携教育の推進
　各種事業に参加する生徒数を増やすよう啓発
していく。



実績値(H30直近)

平成２９年４月～平成３３年３月

１，５００千円（H30予算額）

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．４

事業の名称 四国のゲートウェイを起点とした「おどる宝島★とくしま観光・文化プログラム」発信戦略

事業の概要

　県等と一層連携して、国内外からの観光客拡
大・宿泊者の増加等に向けて、誘客の促進等に
取り組むことにより、交流人口の増加と地域の
活性化を図る。

"心おどる水都・とくしま”が一番面白い総合戦略における位置付け（基本目標）

効果

外国人観光客倍増等に向けた誘客促進事業

　本市に入港した４隻の大型客船に対して埠頭での歓迎セ
レモニーや特産品の販売などを行い、乗船客に対するおも
てなしと本市の観光の魅力発信を行った。

継
続

　引き続き本市に入港する大型客船への歓迎セ
レモニーの実施等によるおもてなしを行い、本
市へのリピーターとなる観光客獲得を図る。

非常に
効果的
であっ
た

インバウンド対応事業　（施策7-3　観光・交流の促進）

　外国人観光客をはじめ国内外からの観光誘客を促進するため、県
等と連携して、徳島市に寄港する客船の歓迎、キャンペーン等を行
う。

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性

事業期間

事業費

実績値(H29)

着地型・体験型旅行商品開発促進事業

　平成30年６月15日に住宅宿泊事業法が施行されることに
伴い、利用者が法律を正しく理解して、適切に運用すると
ともに、市民と旅行者の交流の促進等本来の民泊推進の目
的も広く、周知普及するため、6月末に市内において「民泊
スタートアップセミナー」4回を開催した。

廃
止

　今年度セミナー開催により、阿波おどり期間
中の宿泊場所確保に一定の効果があったことか
ら、次年度以降は事業を中止する。

目標値(H31)

外国人宿泊者数

KPI(重要業
績評価指

標) 4.8万人
1.7万人

(H30.8時点)
4.0万人

非常に
効果的
であっ
た

阿波おどり等宿泊対策事業　（施策7-3　観光・交流の促進）

　阿波おどり期間中等の宿泊施設が不足する時期に向けて、市民に
民泊の実施を呼びかけることで、観光客の受入環境の整備を図る。

【イベント民泊】
　イベント開催時に自治体の要請等により自宅を旅行者に提供する
こと。



実績値(H30直近)

平成３０年４月～平成３３年３月

１８，０００千円（H30予算額）

平成３０年度地方創生推進交付金事業　評価シートＮｏ．５

事業の名称 徳島東部地域におけるＤＭＯ推進

事業の概要

　徳島県東部地域１５市町村及び民間事業者が
連携し、観光消費額の増加による地域経済の活
性化や住民愛着度の向上を目的とした徳島東部
地域ＤＭＯを設置し、官民が一体となって、戦
略的なマーケティング、情報発信の強化、誘
客・送客・流通促進、広域連携による観光地域
づくりの推進等の観光振興を推進することで、
交流人口の増加や圏域の活性化を図る。

総合戦略における位置付け（基本目標） "心おどる水都・とくしま”が一番面白い

取組の名称と内容　　（総合ビジョンでの位置づけ） 取組の成果・課題 今後の方向性 効果

事業期間

事業費

KPI(重要業
績評価指

標)

実績値(H29) 目標値(H31)

宿泊者数 76.4万人
30.2万人

(H30.8時点)
80万人

徳島東部地域ＤＭＯ推進事業　（施策7-3　観光・交流の促進）
　旅行目的や観光消費額等に関するアンケートを525サンプ
ル収集し、分析を行った。また、徳島東部圏域の観光・イ
ベント・宿泊・体験プラン等の情報を一元的に発信するた
めのＨＰを立ち上げて情報発信力を強化するとともに、東
京・大阪・香港・台湾など国内外の現地旅行会社との商談
会に参加し、同圏域への誘客に向けたＰＲ活動を実施し
た。

継
続

　本事業は、脱行政主義の基、官民が一体と
なって事業戦略に基づき観光地域づくりを実施
するものであり、観光消費額の増加及び住民愛
着度の向上による地域活性化に効果的であるこ
とから、今後も継続していく。

非常に
効果的
であっ
た

　地域と協同しながら観光地づくりなどの観光振興全般にわたる業務
を担うＤＭＯを官民一体となって運営する。

【ＤＭＯ】
　観光地域づくりの舵取り役を担う法人



地方創生推進交付金事業の評価・意見 Ｎｏ．１ 

 

事業の名称 

とくしま新未来産業のブランド創出とグローバル展開戦略 

評価 

非常に有効であった   ０人    相当程度有効であった   ３人 

有効であった      ４人    有効ではなかった     ０人 

意見 

藍については、県としても、また関連施設をもつ各町でも積極的にプロモーションを続けてい

る。徳島市として、どのように独自性をＰＲできるかが課題。 

「グローバル展開」と掲げているが、海外展開への効果が見えづらい。 

KPI の達成度が高いため、相当程度有効であったとした。 

一方で、各事業の取り組みによって、KPI 実績値が達成できたというつながりは見えない。 

商品を開発したり、認定店舗を増やしたりした結果、事業者の所得向上やモチベーションアッ

プなどに、どの程度寄与できたのかが重要。 

 KPI が相応しいかも検討が必要ではないか。 

KPI からは、当事業が順調に推移している印象をうけたので相当程度有効であったとした。 

特に徳島市産食材取扱い認定店舗数の増加は素晴らしいと思う。 

本事業は、事業の KPI が概ね順調に推移しており、商品の開発や店舗の拡大には成果がでてい

ることが見受けられ、一定程度有効であったと考えられる。 

一方で、本事業は「グローバル展開戦略」も掲げていることから、「中小企業販路拡大支援事業」

においても海外への販路拡大を視野に入れた取組が必要と考えるが、「今後の方向性」を拝見する

と、IT 導入支援が主となっているため、海外市場への販路拡大に向けた取組を策定することが課

題と考える。 

本事業は、事業の KPI を達成、または大きく上回っているものがあるため有効であったとした。 

 毎年指摘しているが、最終目的に達している内容が見当たらない。 

事業を取捨選択して、止めると判断することは良いことだと思うが、止める時に、きちん

と評価して、良くなかった点を分析し、改善することを考えておかなければ厳しい。 

事業の概要で、域内消費の拡大と、外に売り出していく、２つのことを掲げている。 

２つのことを同時に実現するのは難しいので、施策の考え方を整理してもいいのではない

か。１つの政策で２つのことを叶えるのは難しい。外向けには、今実施しているように、イ

ンフルエンサーを活用して発信していくのは、有効な方法だと思うが、域内で広めていくた

めには、別の政策の枠組みが必要になる。 

食材ブランド化や地産地消は、徳島市だけの問題ではなく、県といかに連携して進めるか

が、大きな課題である。 

県との連携を上手くしたり、相乗りしたりするなど、何か工夫していただけるといい。 

篠原ともえさんのような著名人ならば、インフルエンサーと言えると思うが、来場者のフ

ォロワー数などが分からないため、インフルエンサーとして効果的かどうかの判断ができな

い。今回の事業で多くのリーチ数があったことは分かったが、結果として、受注に結び付く

など、もう少し先が見えるようになればいい。（とくしま地域資源活用支援事業） 

インフルエンサーの影響力は大きい。マーティングの手法で言えば、（大量に）つくること

ができないので、デ・マーケティングの手法をとらざるを得ないのでは。ファンになってい

ただく方を増やす方法をとらざるを得ない。（とくしま地域資源活用支援事業） 

 

 



地方創生推進交付金事業の評価・意見 Ｎｏ．２ 

 

事業の名称 

賑わいコンパクトシティ形成事業 

評価 

非常に有効であった   ０人    相当程度有効であった   １人 

有効であった      ５人    有効ではなかった     ０人 

意見 

地域ブランド調査のランキングはアップしているが、具体的に「住みたい徳島市」「暮らしやす

い徳島市」をどのように訴えるかが大事。キャラクターや文化・歴史の魅力も大切だが、もっと

生活に密着した分かりやすい"強み”をつくることが必要。 

 ＷＥＢサイトのリニューアルや計画作成をした段階では、評価のしようがない。 

 魅力発信についても、一定の効果はあったとは思われるが、十分ではなく、KPI の状況も改善

とは言えない。 

 また、KPI を達成しても、基本目標で掲げる"社会増の実現”とはならない。 

 まずは、転入者のニーズなど、様々な角度からの徹底した分析を行うことが重要だと思う。 

本事業は、事業の KPI が計測中のため、判断できないが、「地域ブランド調査」の順位が向上

し、立地適正化計画策定などプロセスに関しては、少しずつ動きだしているように感じるため、

一定程度有効であったと考えられるが、まだまだ成果として現れていない。 

また、KPI の目標数値がマイナスとされているが、プラスに転換させるような取組が必要と考

えられるため、現状の魅力を活かしつつ県外の方が魅力に感じるような都市の形成や、政策を立

案することが課題と考える。 

本事業は、事業の KPI を達成しているものがあるため有効であったとした。地域ブランド調査

の魅力度における順位が上がっており、今後も徳島市の魅力を県内外に発信する事業を進めてい

ってほしい。 

KPI については測定中だが、取組については効果があったとのことから本事業が有効であった

とした。特に地域ブランド調査の順位。 

 最終目標の社会増減数の計測値がなく有効性は現時点で判断できない。 

 移住促進サイト、立地適正化について予定、計画策定中で「相当に効果があった」とするのは

おかしいのでは？ 

ブランド調査は意識調査であり、周りからどう見られているかを、分析していくことが必

要である。良い点は PRしていくといい、良くない点は何が要因かを分析するといい。 

現在の KPI「徳島市人口の県外との社会増減数」は、都市ブランドの向上に関する取組（の

効果）を表すことが、できているはずである。一方で、徳島市のコンパクトシティは、どう

いった姿なのかイメージを明確にした上で、集約型都市構造の形成により達成できる KPI を

追加することが必要ではないか。 

立地適正化計画自体には KPI が設定されているが、この交付金計画には、立地適正化計画

に関する KPI が設定されていないところ。 

立地適正化計画は、どちらかと言えば、この街に住んでいる人達の住みやすさを目指して

いるように思われるため、目的が 2つあるように感じる。 

そのため、それぞれの取組が別々にあり、繋がっていないように感じられ、この計画が良

く分からないものになっている。 

徳島市中心部としての、特長や分かりやすさが欲しいと思う。 

立地適正化計画は作成した段階であり、今後どのように進んでいくかが大事である。 

これを、現時点でどのように評価するか難しい面があったのではないかと思う。 



地方創生推進交付金事業の評価・意見 Ｎｏ．３ 

 

事業の名称 

女性・若者活躍促進事業 

評価 

非常に有効であった   ０人    相当程度有効であった   ４人 

有効であった      ２人    有効ではなかった     １人 

意見 

本事業は、KPI のうち特に「創業件数」は目標を大きく上回っている。各事業について、具体

的な施策が実施されており、成果としても現れているため、一定程度有効であったと考えられる。 

一方で、創業件数は増加しているが、雇用者及び就職者を増加させることが、人口増加に寄与

するため、雇用者等数を増加させる施策にも注力する必要があり、「就職者数」については、目標

を高めに設定しても良いのではないか。 

 KPI が順調に推移していることから本事業が相当程度有効であったとした。 

市事業活用の創業件数が増加している点は着目できる。その他の事業についても参加者数等が

明記されており効果が把握できている。ただし、セミナー参加者の就職者数は確認できていない。 

平成３１年４月から、働き方改革関連法が順次、施行される中、平成３１年は働き方改革元年

と位置付けられている。ワークライフバランス推進企業数の目標を上方修正することも視野に入

れるなど、もっと積極的な取組みを期待したい。 

KPI の H３０目標値に届かない項目が見られるため有効とした。 

やる気のある人がチャレンジしやすい環境を整備することが行政の役割であるため、規制緩和

など引き続きお願いしたい。創業後の定着率という視点も必要。 

市高生次世代プロデュース事業は若者の人材育成に有効であるため、継続した取り組みが必要

となる。内容のブラッシュアップなど求めたい。 

 本事業は、事業の KPI を上回っているものがあるものの、未達成のもの、計測中であるものが

有ることを鑑みて有効でなかったとした。女性や若者を中心とした雇用の創出は現代の重要な課

題であり、なかなか実現が困難であるとは思うが今後も達成に向けて事業を進めてほしい。 

市立高校生の市内進学率は、どのように評価して良いのか難しいところがある。 

市立高校の授業は、県外や海外を意識したものとなっており、市立高校から海外の大学へ

の進学者を出しても不思議ではない状況にある。そのため、市内にこだわる必要はなく、あ

まり気にしなくて良い数字ではないかと思う。 

県外へ出て行っても良いので、（就職時等に）帰って来て欲しいという話も聞く。帰って来

たいと思う学生を生み出すことが重要である。 

この事業は平成 28 年度から始まっているが、若者をめぐる雇用情勢は随分、変わってきて

いる。新卒に限って言えば、4 年制大学の卒業生で、非正規で就職している人はほとんどい

なくなっている。確かに、正規化促進は必要だが、今後は、若者の力を活かすという視点で、

方向性を変えていく必要があるのではないか。 

この事業は、意外と最も効果が出ている事業と言えるのではないか。 

創業支援について、徳島市の支援（セミナーなど）は、地に足がついたものとなっており、

様々な団体が創業支援の取組を実施しているが、女性がターゲットのものは、徳島市が一番、

ピントが合った取組ができていると思う。 

創業することよりも、続けることが大事であると思うが、事業を継続するための取組とし

てセミナーを実施されている。 

この交付金事業も３年間経過したので、次の段階として、フォローアップが必要である。

調査を行い、どういった方が継続できているかを把握することも重要である 



地方創生推進交付金事業の評価・意見 Ｎｏ．４ 

 

事業の名称 

四国のゲートウェイを起点とした「おどる宝島★とくしま観光・文化プログラム」発信戦略 

評価 

非常に有効であった   ０人    相当程度有効であった   ２人 

有効であった      ３人    有効ではなかった     ２人 

意見 

外国人宿泊者数のみを KPI とすることに疑問を感じる。 

KPI は途中経過のものであるが、取組については非常に効果的であったとのことから本事業が

相当程度有効であったとした。 

 徳島「小松島」港を本市に入港とは言いすぎのように思う。 

阿波おどりや外国大型客船の寄港などスポット的にインバウンドが増加するタイミングではあ

るが、継続して通年で誘客が可能な仕掛けを早く作らなくてはならない。様々な企業・店舗・団

体・住民等が"協働”する気運の醸成が大切。 

本事業の成果と KPI の関係性が弱く、評価のしようがない。また、KPI は事業以外の要因も増

減に大きく関わるため取組成果としての評価がふさわしいか検討が必要。 

大型客船の寄港については、事業者（船の運営会社）からの評価やリピート率などを分析して

活用してほしい。「次回も来たい」と思わせるような仕掛けが必要。 

本事業は、事業の KPI の指標が平成 30 年 8 月時点のものであり、現時点での実績値が示され

ていないが、取組の成果を鑑みて有効であるとした。阿波踊り等宿泊対策事業は阿波踊り期間中

に一気に需要があがる宿泊先のニーズを満たし、旅行者の増加を助ける有効な事業であった。事

業は廃止すると有るが、今後も民泊提供希望者に向けてのサポートを続けていってほしい。 

 すくなくともここに挙げられている２事業のみで観光客増加に結びついているとは思えない。

ましてや、クルーズ船もてなし事業のみとなるのでは、ほとんど意味がない。 

 外国人宿泊数は全国的に伸びており、施策を実施する、しない関係なく上昇する可能性がある。

しかし、他市に比べて伸びは低いと推察されることから、他市と比較した評価が必要である。イ

ンバウンド誘致に向けて、市として対応すべき施策の見直しが必要と言える。 

本事業は、事業の KPI が大きく下回っており、取組の成果が出ておらず、地方創生にとって有

効ではなかったと考える。 

特に、阿波踊りの混迷や 2 月のとくしまＬＥＤ・デジタルアートフェスティバルなど、観光客

目線のイベントが開催できているのか、検証が必要と考える。 

（これまでは「ＤＭＯ事業」が含まれていたが、今年度から分かれた）結果として、この

計画の取組が少なくなってしまっているのが、残念なところである。 

阿波おどり以外に、徳島市ならではの観光として、何を重点化するかという視点が重要で

ある。通年で楽しめるために、何を重点化するかが曖昧で見えないところが問題ではないか。 

キラーコンテンツは、川である。 

徳島市だけでキラーコンテンツをつくるのが難しいとしても、県内には魅力的な所が各地

にあることを情報発信した上で、徳島市に泊まってもらう流れができるといい。 

 徳島県が努力して、徳島空港に 1 年のうち 3 分の 1 の期間、香港からの直行便が就航する

ことになったが、この影響は有効に利用しなければいけない。一定の搭乗者がいると思われ、

県内全域の観光事業を進めるにあたり、徳島市がｹﾞｰﾄｳｪｲになるという計画があってもいい。 

旅行商品をつくるのに 1 年かかると言われているが、今年は、国際便の決定からフライト

までの期間が 3 カ月と短すぎて、その時間がなかったが、以前より移動時間が短くなり有利

になったので、来年度以降、国際便に関連した事業を計画してもいいと思う。 



地方創生推進交付金事業の評価・意見 Ｎｏ．５ 

 

事業の名称 

徳島東部地域におけるＤＭＯ推進 

評価 

非常に有効であった   ０人    相当程度有効であった   ３人 

有効であった      ４人    有効ではなかった     ０人 

意見 

ＤＭＯの存在と活動の影響は大きい。ただ類似のプロジェクトや団体も多く、それらを整理し、

効率的に活動を進めることが求められる。情報発信の効果について測定することは難しいが、宿

泊者数以外の「実感できる効果」の測定が必要。 

本事業は、平成 30 年 4 月に開始された事業であり、成果がすぐに出るものではないため、長

期的に宿泊者数が増加するような施策が実施されることを望み、今後に期待したい。 

KPI の達成には本事業外の影響が大きく、成果として評価することは難しい。 

ＨＰは立ち上がっているものの、工事中のページが多く、本格的に機能していないように思う。

また、コンテンツのブラッシュアップが必要。 

観光行政とのすみわけはどのようになっているのか不明瞭であり、ＤＭＯの役割や存在感をも

っと示すべき。 

本事業は事業の KPI の今年度実績値が平成 30 年 8 月時点計測のものであるが、取組の成果を

鑑みて有効であるとした。国内外の旅行者を取り込み宿泊者増加に向けて事業を進めてほしい。 

KPI が途中経過ではあるが、このままの推移だと昨年の実績値を下回りそうであるが、取組自

体は有効なものと判断し本事業は有効であったとした。 

 DMO の取り組みは期待されるが、その具体的成果をどのように計量しているのか不明である。 

この事業の効果はこれからと思われるが、危惧していることがある。 

香川県は広告がとても上手で 瀬戸内国際芸術祭が始まる。徳島東部地域は出遅れている

が、旅行会社が観光ルートをつくる際に、瀬戸内海という括りになり、こちらに来てくれな

い可能性を心配している。 

徳島は２回目又は３回目の来日の人が関心を持つ場所であり、１回目の人は東京や大阪な

どが多い。ゴールデンルートを経験した人が、２～３回目に、四国に目を向けてくれる。Ｄ

ＭＯは、インフルエンサーを活用したり、リピーターの確保を目指した旅行商品の造成がで

きると良い。 

また、高松は国際便が４地域あり先行しているが、四国の魅力をどう伝えるかにより、競

争が激しくなるだろう。 

徳島東部地域でするのか、四国でするのか、ということも戦略的に重要である。 

松山に多くの人が訪れているが、松山以外にも色々な所に行きたい人が多くいるので、四

国を巡って関西に入っていくということも考えられる。 

KPI の宿泊者数は、コンベンションなどＤＭＯ以外の取組でも動く数字ではないかと思う

ので、それ以外の指標も見た方が、効果をはかることができるのでは。 

例えば、観光施設の入場者数、タクシーの利用者数、お土産屋の売上増減などが、効果を

はかる指標として、考えられるのではないか。 

 


